
医療機器の共同利用について

（有田保健医療圏）

和歌山県湯浅保健所

資料２



議題２ 有田保健医療圏における医療機器の共同利用について
和歌山県外来医療計画では、医療機器（ＣＴ・ＭＲＩ）の購入・更新をする場合には、共同利用計画書の提出を

求め、各圏域の地域医療構想調整会議で情報共有を行うことになっています。
令和２年４月から令和３年９月までに医療機器の共同利用計画書が提出された医療機関は上記のとおりです。

上記案件について採決を実施しますので、別紙（書面決議書）にご記入のうえご提出ください。
（令和３年１１月５日（金）〆切）

医療機器の共同利用計画書 提出一覧（有田保健医療圏）

医療機関名 所在地 種別 設置年月日

１ 森下整形外科 広川町東中６４－１ CT（更新） 令和２年６月２３日

２ 中村内科医院 有田市箕島６５３－５ CT（更新） 令和２年９月１９日

３ 橋本胃腸肛門外科 湯浅町湯浅１７４９－３ CT（更新） 令和３年８月１６日

４ 済生会有田病院 湯浅町吉川５２－６ CT（更新） 令和４年１月４日（予定）
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事 務 連 絡 

令和３年４月 12 日 

 

 

各都道府県衛生主管部（局）御中 

 

 

    厚生労働省医政局地域医療計画課  

 

 

医療機器の効率的な活用に係る取組の推進について 

 

平素より厚生労働行政に格別の御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 79 号）が平成 31

年４月 1 日に施行し、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の４第１項に

規定する医療計画に定める事項として「外来医療に係る医療提供体制の確保に

関する事項（以下「外来医療計画」という。）」が追加されたことに伴い、「外来

医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン」（平成 31 年３月 29 日付

け医政地発 0329 第３号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知。以下「ガイド

ライン」という。）において、都道府県による医療機器の効率的な活用に係る計

画の策定等をお示ししたところです。 

ガイドラインにおいては、医療機関が医療機器を購入する場合は、当該医療機

器の共同利用に係る計画（以下「共同利用計画」という。）を作成し、医療機器

の協議の場において確認を行うこととし、共同利用を行わない場合については、

その理由について協議の場で確認することとしていますが、今般の新型コロナ

ウイルス感染症対策等のため、一部の都道府県においては外来医療計画に基づ

く医療機器の効率的な活用に係る取組の実施に遅れが生じていると承知してい

ます。こうした現状に鑑み、当該取組について下記のとおりとしますので、内容

を御了知の上、適切にご対応頂くようお願いします。 

 

記 

 

１ 医療機器の効率的な活用に係る趣旨・内容の再周知について 

令和２年４月から外来医療計画に基づく医療機器の効率的な活用に係る取

組について運用を開始することとしていましたが、新型コロナウイルス感染症

対策等の影響により医療機関への周知が困難であったこと等の理由から、一部
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の都道府県においては、その運用に遅れが生じているものと承知しています。

今後、中長期的に医療機器の共同利用に向けた取組を着実に推進していく観点

から、外来医療計画に基づく医療機器の効率的な活用に係る取組が開始できて

いない都道府県におきましては、管内市町村（特別区を含む。）を始め、関係

団体、医療機関等に対し、共同利用計画の作成等、医療機器の効率的な活用に

係る趣旨・内容について、再周知いただきますようお願いいたします。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により協議の場を対面形式で開催す

ることが困難な場合等においては、オンラインや書面での開催等とし、また、

医療機関が新型コロナウイルス感染症対応のため早急に医療機器を導入する

必要がある場合は、当該医療機関による共同利用計画の作成及び協議の場での

確認を事後的に行う取扱いとするなど、柔軟に対応いただくようお願いします。 

 

２ 医療機器の更新（入替え）やリース契約により医療機器を設置した場合の取

扱いについて 

ガイドラインにおいては、医療機関が医療機器を購入する場合は、共同利用

計画を作成することとしている中、医療機器の更新（入替え）やリース契約に

より医療機器を設置した場合の取扱いに関する照会をいただいていますが、医

療機器の更新（入替え）やリース契約により医療機器を設置した場合について

も、共同利用計画の作成を要する場合に該当するものと解しておりますので、

併せて周知いただきますようお願いいたします。 

 

３ 医療用機器の効率的な配置の促進に向けた特別償却制度について 

医療保健業の用に供する超電導磁石式全身用ＭＲ装置、永久磁石式全身用Ｍ

Ｒ装置、全身用Ｘ線ＣＴ診断装置（４列未満を除く。）及び人体回転型全身用

Ｘ線ＣＴ診断装置（４列未満を除く。）を購入する医療機関においては、別添

「「地域における医療提供体制の確保に資する設備の特別償却制度について」

の一部改正について」（令和３年３月 31 日付け医政発 0331 第３号医政局長通

知）のとおり、医療用機器の効率的な配置の促進に向けた特別償却制度が利用

可能な場合があるため併せて周知をお願いいたします。 

 

４ 今後の進捗状況等の確認について 

  医療機器の効率的な活用に係る取組の進捗状況等の確認のため、医療機関

より提出された共同利用計画の件数（協議の場において確認できていないも

のを含む）等について、令和３年８月頃に各都道府県からご報告いただくこと

を予定しております。 
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和歌山県外来医療計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 

和歌山県 
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るよう求め、協議の場においてその内容を共有します。 

 

○ 協議の場の協議内容は、必要に応じて県ホームページ等で公表します。 

 

○ 協議の場は、新規開業者へ求める事項を担う予定のない新規開業者に

対して、必要に応じて、構成員の合意に基づき、協議の場への出席要

請を行う等により、協議の場の意見を伝えることとします。 

 

○ 本計画における一般診療所の開設に係る報告書提出の流れは以下の通

りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）医療機器の効率的な活用 

○ 医療機器の効率的な活用のために、医療機器の共同利用の方針、共同

利用の対象となる医療機器について、各圏域別検討会において検討を

行いました。 

 

○ 検討を行う医療機器については、国のガイドラインに基づき、CT、MRI、

PET、マンモグラフィ、放射線治療機器（リニアック及びガンマナイ

フ）としました。 

 

○ 医療機器の効率的な活用のため、上記の医療機器を共同利用の対象と

します。医療機関が対象機器を新規購入、更新する場合は、原則とし

て、事前に医療機器の共同利用に係る計画書（以下、「共同利用計画書」

という）を作成し、遅くとも医療機器の設置の届け出の際には、医療

機関の所在地を所管する保健所に提出するよう求めることとします。 

 

○ ただし、共同利用計画書の提出を求める医療機器については、県内の
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配置状況等を踏まえた検討の結果、県内共通で以下のとおりとします。 

 

  ・CT（全てのマルチスライス CT 及びマルチスライス以外の CT） 

  ・MRI（1.5 テスラ未満、1.5 テスラ以上 3.0 テスラ未満及び 3.0 テ  

スラ以上の MRI）   

 

○ 共同利用計画書には、次に掲げる項目について記載することとします。 

 

・共同利用の対象とする医療機器 

・共同利用の相手方となる医療機関 

・保守、整備の実施に関する方針 

・画像情報及び画像診断情報の提供に関する方針 

 

○ 共同利用計画書は、保健所で記載内容を確認し、各地域の協議の場に

おいてその内容を共有します。 

 

○ 共同利用計画書を提出しない場合は、その理由を報告するよう求め、

協議の場でその内容を共有します。 

 

○ 本計画における共同利用とは、画像検査・診断が必要な患者を、医療

機器を有する医療機関に対して紹介する場合も含むこととします。 

 

○ 医療機関から、共同利用の希望がある場合は、保健所から対象機器の

保有施設の情報を提供するとともに、その旨を関係機関に伝達します。 

 

○ 本計画における CT・MRI の新規購入又は更新に係る共同利用計画書提

出の流れは以下の通りです。 
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外来医療計画に係る様式 

（２）医療機器の共同利用に係る計画書（様式２） 
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（別紙様式）

番号 医療機関の名称 開設者名 所在地

共同利用の相手方の医療機関名
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